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■指導行政のポイント 
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 東日本大震災は，かつて例をみない大きな被害を

もたらした。それは学校施設についても例外ではな
い。 
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 文部科学省は，学校施設の被災状況を被害の程度
で分類している。それによると，①被害が大きく，
建替えまたは大規模な復旧工事が必要と思われるも

の 202 校，②被害を受け，復旧工事が必要と思われ
るもの 759 校，③復旧工事が必要だが，小規模な被
害と思われるもの 5,012 校となっている（５月 25

日現在）。 
 学校施設が災害（暴風，洪水，高潮，地震，大火
等）により被害を受けた場合，早急に復旧して，学

校教育の円滑な実施を図る必要がある。そこで，公
立学校については，公立学校施設災害復旧費国庫負
担法によって，復旧に要する経費の３分の２を国が

負担することとしている。 
 では，災害復旧の国庫負担は，どのような要件と
手続で行われるのか。 

 第１は，国庫負担の要件。まず，対象となる施設
は，公立学校の建物（校舎，屋内運動場，寄宿舎），
建物以外の工作物（水泳プール，囲障，バックネッ

ト等），土地（擁壁，排水路等を含む），設備（教材，
教具，校具等）である（法２条２項）。 
 次に，対象となる被害額は，①建物，建物以外の

工作物，土地については，市町村立学校では 40 万
円以上，都道府県立学校では 80 万円以上，②設備
については，市町村立学校では 30 万円以上，都道

府県立学校では 60 万円以上――が要件となってい
る（同法施行令７条）。ただし，明らかに設計の不
備や工事施行の粗漏，著しく維持管理の義務を怠っ

たことによって生じたと認められる災害については，
国庫負担の対象とならない（法６条）。 
 第２は，国庫負担の手続。災害復旧のための国庫

負担を受けるためには，「補助金等に係る予算の執

行の適正化に関する法律」に基づいて負担金の申請
を行うこととなる。 
 まず，学校施設が災害を受けた場合，学校設置者

（教育委員会）は，直ちにその状況（被害金額，施
設区分，数量）を都道府県教育委員会を経由して，
文部科学大臣に報告する。これは国において速やか

に予算措置をするためである。今回の震災による公
立学校施設の復旧工事費について，文科省は，2011
年度第１次補正予算で 962 億円を計上している。 
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 次に，被災後１ヵ月以内に国庫負担事業計画書を
提出する。計画書に基づいて国庫負担金が決定され

る際は，文部科学省と財務省（地方財務局）の係官
による現地調査が行われ，復旧計画の妥当性が審査
される。 

 現地調査では，被災状況の立証が求められるので，
教育委員会や学校は，証拠となる写真や記録を整え
ておくことが必要である。特に緊急な復旧のため，

現地調査を受ける前に復旧工事を行う場合は，現地
調査の際に被災状況を客観的に立証できる措置を講
じておくことが肝要である。 

 特に激甚な災害が発生した場合は，「激甚災害に
対処するための特別の財政援助等に関する法律」に
基づき，政令で激甚災害の指定が行われる（東日本

大震災は発災後３日目に指定）。激甚災害の指定が
あると，公立学校の災害復旧費について国庫負担金
の嵩上げ等が行われるほか，被災した私立学校の復

旧費についても予算の範囲内で２分の１の補助が行
われる。今回の震災では，私立学校（専修学校を含
む）の復旧費として，643 億円が計上されている。 

 正常な授業に１日も早く戻るよう，被災した学校
施設の復旧が早急に行われることを期待したい。 
（ひしむら・ゆきひこ＝(財)学習ｿﾌﾄｳｴｱ情報研究ｾﾝﾀｰ理事長） 
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